
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源

構 成 比

4,269,055 24.17 4,269,055 48.81
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 117,796 0.66 117,796 1.35 2,832,982 2,683,002 28.62

19,296 1,699 12,829 10,611 0.06 10,611 0.12 1,827,593 1,818,807 19.40

17,201 8.7% 65.8% 46,017 0.26 46,017 0.52 891,293 891,293 9.51
1,438 12,417 44,691 0.25 44,691 0.51 1,787,194 1,787,194 19.06
8.0% 68.9% 729,097 4.13 729,097 8.34 1,782,929 1,782,929 19.02

13,638 0.08 13,638 0.16 4,265 4,265 0.04

12,086 0.07 12,086 0.14 5,511,469 5,361,489 57.19

4,208,975 23.83 3,444,782 39.39 1,394,850 1,155,409 12.32

3,444,782 19.50 3,444,782 39.39 46,542 46,542 0.50

764,193 4.33 830,912 597,689 6.38

9,451,966 53.51 8,687,773 99.34 1,504,865 1,435,734 15.31

7,708 0.04 7,708 0.09

251,624 1.43 152,000 8,596,863 91.70

240,072 1.36 13,630 0.15

38,603 0.22 1,060,036

3,177,662 17.99 45,611 91.7 ％

31,084 0.18 31,084 0.35 1,060,036

1,159,622 6.56 248,913

9,589 0.05 2,281 0.03 803,433

7,418 0.04 7,690 98.3 ％

254,582 1.44

162,618 0.92

214,410 1.22 3,337 0.04 11.8 ％

2,657,200 15.04

628,900 3.56 12.3 ％

17,664,158 100.00 8,745,813 100.00 10,500,674

決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
×100/75

決 算 額 構 成 比 一般財源等

1,877,281 43.97 96.6 1,874,811 210,900 1.20 210,900

1,591,908 37.29 101.4 1,557,342 1,685,808 9.63 1,409,764

306,777 285,373 6.68 76.5 317,469 6,446,688 36.82 3,122,067

337,893 1,443,937 8.25 1,080,098

262,563 1,978,423 46.34 98.5 1,919,083 12,873 0.07 10,200

272,359 119,006 2.79 103.1 100,027 334,370 1.91 150,457

301,020 294,345 6.90 99.2 288,213 97,122 0.55 76,283

1,047,198 5.98 740,953

630,457 3.60 413,374

3,740,711 21.36 1,499,384

1,860,825 10.63 1,787,194

(千円) 6,449 4,269,055 100.00 97.8 4,182,134 17,510,889 100.00 10,500,674
(千円) 353,419 現年課税分 滞納繰越分 合 計
(世帯) 5,706
(人) 9,479
(円) 176,425
(円) 106,201
(円) 332,151

258,483 4
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国
保
会
計
の
状
況

公共下水道事業

競 輪 事 業

641,298

均等割：3,500円
所得割：標準税率に対する比率　1.0

収 支 額
普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

被 保 険 者 数

均等割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：12.1/100

6

3

個 人 分

適 用 税 率 の 状 況

法 人 分 98.4% 23.8%

27.6%

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

98.6%

被保険者一人当り保険税調定額
固定資産税

区 分

96.1%

前年度繰上充用金

市 町 村 民 税

91.8%

36.0%98.9%市町村民税

特別区調整納付金

諸 支 出 金

68,392

宅 地 開 発 税

合 計

共 同 施 設 税

公 債 費

法定外普 通税

目 的 税

入 湯 税

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

電 気 税

市 た ば こ 税

農 林 水 産 費

商 工 費

水 道 事 業

国 民 健 康
保 険 事 業

20 472,000

417,000無

27,435 平成24年4月1日

議 会 議 員 391,000

水 利 地 益 税

繰 出 金

積 立 金

10.63

10.60

0.03

都 市 計 画 税

11.01

地 方 譲 与 税

投 資 的 経 費

投資・出資・貸付金

前年度繰上充用金

維 持 補 修 費

扶 助 費

分担金・負担金

18.67

補 助 費 等

う ち 職 員 給

繰 越 金

　　後期高齢者医療

財 産 収 入

災 害 復 旧 費

利子割交 付金

4,151

1,804,244

合 計

寄 付 金 県営事業負担金
同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

諸 収 入

繰 入 金

失業対策事業費

第 二 次

　　那賀川湛水防除

手 数 料

国 庫 支 出 金
国有提供施設等所在市町村助成交付金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

地方特例交付金

株式等譲渡所得割交付金

東部地方拠点都市地域

平成5年指定
0.53

9,110,617

4,963

25.5%国 調

新産都市、広域市町村圏
基 準 財 政需 要額

931

基 準 財 政収 入額
昭和46年指定

3,978,470

17 年

107,163

平成26年4月1日

平成26年4月1日

平成24年4月1日

議 会 議 長

法 適
の

有 無
収 支 額

2,081

議 会 副 議 長

収 入 役

市 長

教 育 長

703,000

特 別 職 等

区 分

副 市 長

792,000

一人当り平均給料月額改定実施年月日

人 口 （ 人 ）

40,614

153,269

区分

面 積 ( ｋ ㎡ )

45.2342,115

平成28年3月31日

平 成 22 年
国
調

平 成 17 年

平 成 27 年 度

8

7

－

16

39

6,449

有

合 計

職 員 数

9,758

353,419

537,055無 85,737

356

無

普 通 会 計
からの繰入

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名

無

無

6,837

介護保険事業

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

教 育 公 務 員

301
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(H)繰 上 償 還 金

一 般 職 員 等

区 分

一 般 職 員

うち技能労務職

人口密度

昭和35年以降の合併状況

10,622

4,201

60,946

79,462

収 益 事 業収 入額

17,510,889

公 債 費 比 率

個 人 分

性 質 別 歳 出
県 名

Ⅰ － １

区 分
構成比

種地区分市町村名

配当割交 付金

公 債 費

職 員 数

区 分

増 加 率

国 調

45.30

平成27年3月31日

22 年
39,866人

財 政 力 指 数

標 準 財 政 規 模

8

消 防 職 員

17,664,158

平成27年度

な し

就
業
人
口

△3.56%

住民基本台帳人口

平成26年度

39,358人

類 型

徳 島 県

0.90

地方消費税交付金

軽油,自動車取得税交付金

23.1%

897

元 利 償 還 金

使 用 料

一時借入金利子

補 助

物 件 費

小 計

普 通 交 付 税

普通建設事業費

地 方 交 付 税

う ち 人 件 費

1,908,368

地 方 債

23.11

0.24

特 別 交 付 税

4,046,348

小 計

17,510,889

臨時財政対策債

超過課税分
収入額

合 計

46.26

10.90

23.11

16.96

1,860,825

1,856,560

4,265

単 独

経常収支
比 率

経常一般
財 源

小 松 島 市
一般財源等
（税等）

Ⅰ － ２
歳 入

区 分
地 方 税

決 算 額
産 業 構 造

合 計

0.32

8.19

10.22

0.10

1,434,847

55,250

1,790,255

経常収支比率

起債制限比率

減税補てん債及び臨時
財政対策債を除いた場
合の経常収支比率

9 積 立 金 取 崩 額 (I) 252,000

合 計1.40/100固 定 資 産 税 93.8%

娯楽施設利用税

法 人 分 49,676

衛 生 費

18,716

特別土地保有税

153,880

民 生 費

議 会 費一 人 当
支 給 月 額

92,340

平成28年 4月
給料支給総額

減収補てん債特例分

区 分

28

12.57

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J)

9,461

2,201,955

総 務 費

16,938,589

加 入 世 帯 数

平成26年4月1日

0.35

合 計

労 働 費

市 町 村 民 税

区   分

41,290

2,969,693

1,927,946

3,269,586

8,100,104

－

661,000

普 通 会 計

10.30

100.00

18,000

157,717

11,243

人 件 費

0.8
事務の共同処理の状況

61,111

積 立 金 (G)

し尿処理関係
12,861

171,629
　　市町村税滞納整理

187,369 △ 80,152 債 務 負 担行 為額 945,772

地 方 債 現 在 高4,497 5,107

7

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E)

6 単 年 度 収 支 (F)

積 立 金 現 在 高

歳 入 歳 出 差 引 額
(A)-(B)

2 歳 出 総 額 15,090,833

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

49,676

1

実質公債費比率

歳 入 総 額

4,046,348

1,803,103
13.0

3

(A) 15,253,451

(C) 162,618

(B)

実 質 収 支 比 率

(D) 101,672

73,807

7,428,237

指定団体等の状況指数等区分

※歳入の地方消費税交付金のうち、社会保障財源交付金分307,230千円については、民生費の「社会福祉」分野で子どもはぐくみ医療費助成事業に47,230千円、「社会保険」分野で国民健康保
険特別会計繰出金に100,000千円、介護保険特別会計繰出金に100,000千円、衛生費の「保健衛生」分野で定期予防接種等事業に60,000千円を充てている。

平成24年4月1日


